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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は東アジア社会における社会的格差の生成プロセスの差異に関して、教
育訓練システムのマクロ的な特徴から明らかにすることである。特に、東アジア社会において一般的に大きいと
されるジェンダー格差と、高学歴化・不安定労働の拡大の関連に焦点をあてた。（1）教育訓練システムの視点
から見た日本の特徴の記述、（2）日本の学校から職業への移行の変化についての分析、（3）日本・台湾におけ
る職業的地位の時系列分析という3つの個別課題を通じて、東アジア社会を技能形成レジームの観点から理論
的・実証的に考察した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analyze the generative process of inequality
 in East Asia from the perspective of education and training systems. A particular focus is placed 
on gender inequality, educational expansion, and the growth of precarious work.

研究分野：教育社会学

キーワード： 社会階層　教育システム　東アジア　不平等

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の貢献としては、東アジア社会における技能形成の問題について、より広い視点から捉えることを可能に
したことが挙げられる。これまでの教育社会学の分野では学校から就職への移行過程に注目し、日本的雇用シス
テム研究の分野では企業内でのOJTに注目する傾向があった。教育システムとしてどの程度に職業訓練を重視し
ているかという視点を入れたことで両者が架橋され、さらにライフチャンスの格差についてもより論じやすくな
ったと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 これまで教育社会学や社会階層論の分野においては、人々が受けた教育がどのように労働市
場における仕事の特性と結びつき、社会的不平等に帰結するかということが探求されてきた。経
済学においては人的資本理論モデルによる説明が支配的であるものの、社会学においては社会
のマクロ制度的な文脈によって、人々がどのように異なる資源を保有し、制約に直面するかとい
うことにより関心が払われてきた。 
 たとえば国ごとに異なる教育訓練システムの特徴により、学歴と労働市場における地位達成
の結びつき方が異なることが明らかにされてきている。たとえば教育訓練システムの要素とし
て、（1）一般教育・職業教育の比重、（2）カリキュラムの標準化の度合い、（3）トラッキングに
よる生徒の階層化などの違いによる説明が行われる。 
このフレームワークによる既存研究では欧米を中心としたものが多いものの、東アジア社会を
対象に検討する意義があると考えられる。 
第一に、現在のところ、日本・韓国・台湾という 3つの東アジア社会は、欧米に比べて晩婚化・
少子化の進行という面でより課題を抱えている。この背後にある要因としては、社会保障の規模
の小ささや、私教育のコストの高さなどが挙げられており、教育アスピレーション・家族構造と
教育訓練システムの関連を捉える上で新たな視点を提供しうる。 
第二に、東アジア社会ではここ 20～30年の間に大学進学率の急激な上昇を欧米社会にくらべ
て経験した。しかし、高度な技能を必要とする仕事は必ずしもそれに伴って増えてはおらず、非
熟練・不安定な仕事に従事する大卒者が増加しており、高学歴化と不安定労働の増加の関連につ
いて検討する上で東アジア社会は有用な事例となりうる。 
 
２．研究の目的 
 上述した背景を踏まえ、本研究の目的は東アジア社会における社会的格差の生成プロセスの
差異に関して、教育訓練システムのマクロ的な特徴から明らかにすることにある。特に、東アジ
ア社会において一般的に大きいとされるジェンダー格差と、高学歴化・不安定労働の拡大の関連
に焦点をあてる。 
 本研究の学術的独自性としては、第一に、東アジア社会を対象とした研究において不足してい
る、技能形成レジームの理論的・実証的研究という面での貢献である。既存研究は個々の社会の
分析にとどまっているものが多く、同一の枠組みで比較した研究を行うことによって、制度の役
割は何かという問いに対して、より明確な答えを与えることが期待できる。 
第二に、東アジア社会において一般的に大きいと議論されるジェンダー不平等に関して教育
訓練システムとの関連から捉える。たとえば日本では学校段階では職業教育があまり行われず、
企業内労働市場における教育訓練が重視される一方で、台湾では相対的に強い職業教育と外部
労働市場を通じた職業移動が特徴として挙げられる。企業内労働市場における訓練の比重が大
きい社会では、キャリアの中断が多い女性に対してより不利が大きくなるという予測があり、こ
れを実証的に明らかにするという点で学術的貢献が期待できる。 
第三に、東アジア社会において進行している高等教育の進学の拡大による、学歴と労働市場の
関係の変化についての貢献である。高学歴化にともない絶対的な水準としての学歴ではなく、同
一世代の人々の中での相対的な教育水準によるリターンの格差により注目する必要性が指摘さ
れている。とりわけ日本のように学校段階で普通教育が重視されている社会では、教育の相対的
価値の上昇が起きやすいという予測があり、データによる検証が必要である。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、以下の個別課題を設定した。 
 
（1）教育訓練システムの視点から見た日本の特徴の記述 
（2）日本の学校から職業への移行の変化についての分析 
（3）日本・台湾における職業的地位の時系列分析 
 
４．研究成果 
（1）教育訓練システムの視点から見た日本の特徴の記述 
 人々が労働市場において仕事を得るプロセスの中で、教育システムの持つ役割について注目
した。具体的には、職業訓練という面から教育システムを分類するという、国際比較研究におい
て蓄積されてきたフレームワークを導入した。それを適用すると、日本は教育とそのアウトカム
の結びつきは比較的弱いものの、他方で階層間の格差が小さく相対的に平等な教育システムで
あるというように位置づけられることを確認した。しかし、企業特殊的な技能の形成という日本
の特徴に関して、既存の教育システムの指標では十分に捉えきれておらず、特殊的な技能と「技
能の移転可能性」と区別する必要性が指摘されていることを確認した。 
また、「日本社会は一様にして職業志向の弱い教育システムである」と捉えることは問題であ



り、専攻分野を区別して学歴と職業の連関をミクロレベルで捉えるアプローチを示した。具体的
には、日本社会における学歴と職業の結びつきについて、2005 年と 2015 年の「社会階層と社会
移動調査」をデータとして新たな特徴化を試みた。より具体的には学科・専攻分野を考慮した際
に、異なる学歴段階間・学歴段階内に職業との連関がそれぞれどの程度に存在するかを検討した。 
 分析では、相互情報量指数と呼ばれる分離指数の一種を用いて学歴と職業の連関の強さに注
目した。主な分析結果は次のとおりである。（1）学歴と職業の全体の連関に占める、学歴段階内
の寄与は 3割前後であり、女性においてより大きい。（2）男女ともに現職よりも初職においてよ
り学歴との結びつきがより強い。学歴は労働市場の入り口においてより重要で、その後の仕事の
マッチングを高める要因にはなっていないことが示唆される。（3）2005 年から 2015 年にかけて
学歴と職業の結びつきは男女ともに弱まっている。反実仮想的なアプローチを用いて構造的変
化に注目すると、男女ともに観察値よりも大きな連関の弱まりが見られる。これは高等教育の進
学率が高まるにつれて、それまでに各専攻分野に特徴的であった職業に付く傾向が弱まったと
いう、教育過剰（overeducation）が起きている可能性を示唆する。 
 
（2）日本の学校から職業への移行の変化についての分析 
 近年の日本社会におけるマクロな変化として、高学歴化と若年労働市場の悪化を念頭に起き、
「学校経由の就職」の規模と効果の趨勢を分析した。若年者が学校を卒業後にいかにして労働市
場に移行するか、そしてそのプロセスにどのような社会経済的要因が関わっているのかは、教育
社会学および社会階層研究において注目されてきた。 
 日本社会において高等教育を受ける人々は、近年増加している。たとえば OECD 統計によると、
2015 年時点において何らかの高等教育を修了している人々の割合は、55～64 歳では 38.2%であ
るのに対して、25～34 歳では 59.6%である。この若年人口の高等教育修了率は、同年において
OECD 諸国では韓国に次いで 2番目に高い値となっている。 
 他方で、学校教育を受けた人々が向かう先である労働市場については、様々な指標の悪化が見
られる。とりわけ大きな変化は非正規雇用者の増加であろう。「労働力調査」によれば、2000 年
から 2016 年にかけて、被雇用者に占める非正規雇用者の割合は 16.3%から 22.8%に増加してい
る。これは 15歳から 24歳の被雇用者に限定すれば、同じ期間に非正規雇用者比率は 21.0%から
33.2%に増加しており、若年者ほど労働市場の悪化の影響を大きく受けている。 
 日本社会では学校が生徒の求職プロセスに積極的に介在することが指摘されており、またこ
の仕組みが人々の円滑な労働市場への参入を促すことが明らかにされてきた。学歴構造が変化
し、若年労働市場が悪化する中で、こうした制度は未だ有効なのかどうかを 2015 年の「社会階
層と社会移動調査」を用いて検討した。 
 第一に、学校経由の就職は依然として初職の入職経路において大きな規模を占めている。もっ
とも近年の 1991 年以降入職の人々においても、高卒では 4割強、大卒・大学院卒でも約 4分の
1が該当している。第二に、学校経由の就職が初職のアウトカムに与えている影響は高卒、大卒・
大学院卒のどちらにおいても大きく見られた。分析に使用した 3 つのアウトカムのいずれにお
いても、統制変数の有無、コーホートにかかわらず、統計的に有意なプラスの効果を有していた。 
 第三に、比較した 3つのアウトカムの中では、高卒、大学・大学院卒のどちらにおいても間断
のない移行において、学校経由の就職の有無による差がもっとも大きく見られた。さらにその効
果は高卒者において、1971～1990 年の入職にする 1991 年以降の入職では大きくなっている。間
断のない移行は大部分の人々が経験するイベントではあるものの、そこから外れた場合にその
後の就業機会において著しく不利が大きくなりうることを論じた。 
第四に、他の変数を考慮しても、学校経由の就職の効果の大きさにはほとんど変化がなかった。
このことは、社会経済的な要因による交絡がないことを意味しており、学校経由の就職の利用が
社会階層間の格差とは結びついていないことを示唆する。  
 
（3）日本・台湾における職業的地位の時系列分析 
 東アジア社会は、過去数十年の間に、教育や家族に関する行動・価値観において、一定の共通
する変化を経験してきた。しかし、家族・福祉政策といった面での共通性に対して、労働市場に
おける慣習には大きな違いがみられることが指摘されている。 
先行研究では、日本と比較した台湾の相対的なジェンダー平等が指摘されており、結婚・出産
にともなう女性の労働市場からの退出は東アジアに共通してみられるものの、台湾では高学歴
女性がより継続就業をしやすく、また母親の再就業がより容易であることが明らかになってい
る。このように異なる就業パターンは、世代内地位の変化としてはどのように分類が可能である
かを検討した。 
日本のデータには東京大学社会科学研究所が実施している「若年・壮年パネル調査」を、台湾
のデータには中央研究院が実施する Panel Study of Income Dynamics を利用した。潜在クラス
成長分析（latent class growth analysis）という方法によって、日本・台湾の両社会における
職業的地位の変化パターンを分析した。 
その結果として、（1）日本・台湾ともに、上位・中位・下位の地位の職業軌跡のグループに分
かれており、それぞれのグループの間の格差はライフコースを通じて維持されている、（2）日本・
台湾ともに女性は、中位にくらべて上位・下位グループのどちらにも属しにくい、（3）学歴と職
業軌跡との関連は、日本よりも台湾においてより強い、ということを明らかにした。 
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